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また、複雑となる SSA データの流れを ISM（Interpretive Structural Modeling）





















Design and Evaluation of Dual Use System for Space Situational Awareness in Japan 
Keywords 
Dual Use, Space Situational Awareness (SSA), Civil, Defense, SQP method 
Summary 
The objective of this study is to design dual use system for Space Situational 
Awareness (SSA) in Japan and to provide a platform for quantitatively evaluating the 
compromise point between profits and risks when sharing information in dual use 
system. This article first deals with possibilities and challenges of Japan’s dual use SSA 
system. Japan is unique in that defense utilizations of outer space had been generally 
prohibited for almost forty years. The change of Japanese space policy was decided due 
to the rapidly worsening security environment in the Northeast Asia, accompanying the 
pre-eminent threats to the safe, stable and sustainable use of outer space that constitutes 
prerequisite of the safety and welfare of any country. This has led Japan to begin 
developing a full-scale SSA operation. However, the long-standing non-military 
practice of Japan forces it to design and develop its SSA systems in a different manner 
compared with other advanced spacefaring nations. Considering such 
conditions/restrictions, this article, first, identifies Japanese type of constructing a 
full-scale dual use SSA systems, taking into account particularly the functions and 
capabilities of Japanese space industries, significance of the Japan-U.S. Alliance, and a 
series of the recent governmental decisions. Then, the profits and risks of Japan’s 
whole-of-the-government construction of dual use SSA will be explored, which 
involves thorny processes to coordinate different defense and civil mission 
requirements. The concluding remarks include the envisioned balance between the 
superior defense capability and civil accumulated technical capabilities, which would 
enable full-fledged defense space utilization starting with SSA. For large and complex 
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systems, such as space applications, there exist several cases wherein civilian and 
defense stakeholders enable interoperability and data sharing with each asset. For this 
reason, there is concern that both stakeholders are hesitant to architect a dual use 
system. This study aimed at optimization by searching for points where a compromise 
can be reached when developing a civilian and defense dual use system. Specifically, I 
modelled the relationship of information sharing between civilian and defense 
stakeholders, and then performed calculations in the dual use system by using the 
sequential quadratic programming (SQP) method. I focused on the relative changes in 
the risk and profit of each player in the dual use system. To find a compromise between 
profit and risk, I formulated an information sharing model by defining appropriate 
preconditions. Consequently, by defining profit and risk as prerequisites, I was able to 
converge to a point where both sides reached a compromise. The result of this study 
provides a quantitative optimal solution that can determine how much information 
should be provided mutually when constructing a dual use system. In other words, I 
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に参入した Space X[1]や Blue Origin[2]、あるいは小型衛星通信サービス提供を
試みる One Web[3]など、民間企業レベルで積極的に宇宙利用を展開して宇宙利
用を活性化させつつある。他方、ロシアや中国では、安全保障上のニーズを受
ける形で国家が主体的に宇宙利用を推進し続けている。特に中国は 2019 年 1 月
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2.1.1  日本の衛星利用の変遷 
日本の宇宙開発利用の歴史は、1955 年の糸川東京大学教授によるペンシルロ
ケットに始まる。約半世紀が経過して、日本は宇宙先進国の一員を占めるに至
った。例えば 2018 年 6 月の時点で打ち上げ成功率 97.8％を誇る H-2A ロケット
[8]や、世界で初めて小惑星の物質を持ち帰ることに成功した探査機「はやぶさ」
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対処（BMD : Ballistic Missile Defense）の態勢を強化し、日本周辺の警戒監視を
継続してきた5。 




このレーダーは BMD 用レーダーとして全国各地に整備された。 
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一方、日本の隣国である中国は、2007 年に自国の運用を終了した気象衛星（風






断片化破片（Fragmentation Debris）として 3300 個まで増加したという事実であ
り、このことは米宇宙監視網（U.S. Space Surveillance Network）によって詳細が
報告されている[14]。これがデブリの大量発生を生み、ASAT 実験から 10 年後
の 2017 年の時点において依然 2800 個以上のデブリが軌道上に存在するとの報















































2.2.1  国家戦略と宇宙利用 

























を記している。2009 年 6 月 2 日に宇宙開発戦略本部は初めて宇宙基本計画を策















更に 2015 年 1 月 9 日には初めて「工程表」も作成された。これは各個の宇宙
関連施策を具体化して年表として示したものであり、その後 2015 年 12 月 8 日、

































更に、2018 年 12 月 18 日に、新たに「平成 31 年度以降に係る防衛計画の大
                                                 
7
 Command, Control, Communication, Computer, Intelligence, Surveillance and Reconnaissance の略。
指揮、統制、通信、コンピュータ、情報、監視、偵察を意味する。 
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を示してきた10。1982 年 10 月に公表された空軍のドクトリン「Air Force Manual 






 1957 年 10 月 4 日にソ連が人類初となる人工衛星「スプートニク 1 号」を打ち上げた。これに
よる米国や西側諸国の衝撃がそれ以降宇宙の軍拡競争に導いたとされる。 
10
 米国の軍事ドクトリンについては、例えば以下の文献を参照。Robert D. Newberry, “SPACE 
DOCTRINE FOR THE 21ST CENTURY,” March 1997,  
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1992 年 5 月に作成された空軍ドクトリンマニュアル「AFM1-1, Basic Aerospace 



















                                                                                                                                               
(http://www.au.af.mil/au/awc/awcgate/acsc/97-0427.pdf, 2018.8.9 accessed.) 
11
 1992 年 5 月の段階では本ドクトリンはドラフトの取扱いであった。 
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務が具体的にはどのようなものかを確認する。2013 年 5 月に公表され、2018 年






用、の 10 項目から構成されている。 
これら 10 項目の中で最初に記載されている SSA は、残り 9 項目すべての宇宙
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 各国各軍種において様々な「戦いの原則」が存在するが、ここでいう米空軍の戦いの原則と































ン（the Guidelines for Japan-U.S. Defense Cooperation）」において方針が示されて
 33 
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 Arnaldo Capuzi 氏と筆者とのやり取り（2018 年 11 月 16 日付）の内容。氏はイタリア宇宙庁
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 インターネットの起源に関する文献は数多く存在する。例えば Waldrop, Mitch (April 2008). 
"DARPA and the Internet Revolution". 50 years of Bridging the Gap. DARPA. pp. 78–85. Archived from 
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 1988 年 9 月、関係各国と政府間協定（正式名：民生用国際宇宙基地のための協力に関するカ
ナダ政府、欧州宇宙機関の加盟国政府、日本国政府、ロシア連邦政府及びアメリカ合衆国政府の
















































































































































図 5 民生分野と安全保障分野のデュアルユースシステムの特性 
 
出典：I.C.A. Penazzi, Assets and Technologies for Space-Based Dual Use systems, in: G. 
Pietro Finocchio, R. Prasad, M. Ruggieri (Eds.), Aerosp. Technol. Appl. Dual Use, 
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 日本政府は宇宙基本計画工程表（平成 30 年度改定）において、SSA 衛星について調査検討す
ることとしている。しかし本論文では、デュアルユースとしての議論に焦点を当てる観点から、










3.2.2.1 GNSS システム（米国 GPS 衛星システム） 
《システムの概要》 
GNSS とは Global Navigation Satellite System の略であり日本語では全球測位衛




空軍が運用する GPS システムである。 
 
図 6 GNSS 衛星の軌道イメージ 
出典：E. Howell, “Navstar: GPS Satellite Network,” Space.com. [Online]. Available: 
https://www.space.com/19794-navstar.html. （2018.8.6 アクセス）[29] 
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ちなみに、2008 年以降の次世代の衛星開発として GPS III シリーズが推進され
ている。このシステムは、L1C / A 信号を合計 4 つの民間信号に対して動作させ
たまま、L2C、L1C、および L5 の 3 種類の新しい民間信号を追加している24。 
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 Digital Trends HP 参照
https://www.digitaltrends.com/cool-tech/gps-iii-explained-everything-you-need-to-know-about-the-next-

















ントロールセンタ （ーSCC）とミッション計画センタ （ーCPCM: Mission Planning 
Center）の 2 つである。 
このシステムには環境観測や地域監視、そして国家安全保障のための宇宙の
レーダー観測用のアセットがある。コスモスカイメッドは３つのセグメント、
すなわち、宇宙、地上、そして統合後方支援運用（ILS&Ops : Integrated Logistic 
Support and Operations）で構成される。宇宙セグメントは４基の中型衛星のコン
ステレーションで構成され X バンド帯の合成開口レーダーを搭載している。最











































































































































































































































ムとして運用されている。SSA の詳細は 3.4 章で記述する。 
《デュアルユースとしての運用》 






































































































図 8 デュアルユース運用の情報共有の概念 
前項で概観したデュアルユースシステムの事例から考察すると、宇宙利用に
おけるデュアルユースの具体的な制約あるいは課題は以下のように考えられる。 
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た衛星などその数が合計 18,000 以上とされる。NASA は増大するスペースデブ
リの状況を図 9 のようにグラフ化して継続的に全世界に対して報告している
[15]。 
図 9 では、1960 年代から増加し続けて 2016 年時点で 19000 個程度のデブリ
量となっていることを表している。宇宙に漂う物体を、断片化したデブリ、宇
宙機器、任務関係のデブリ、およびロケット打ち上げ時の残骸デブリの 4 つに
区分して表記している。この内、断片化したデブリは 2007 年と 2009 年に急激
に増加している。2007 年の激増は中国が実施した ASAT 実験による自国気象衛
星の破壊に伴うデブリの大量発生が原因である。また 2009 年の激増は、イリジ
ウム社の通信衛星 Iridium33 とロシアの軍事通信衛星コスモス 2251 が宇宙空間
で衝突したことによるデブリの大量発生が原因である。 









図 9 増大するデブリの状況 










SSA の実施主体として、米国では米空軍（USAF : United States Air Force）や











旧ソ連が人類初の人工衛星スプートニク 1 号を打上げて以来わずか 50 年で、
地球の周りには大小の人工物体で満ち溢れており、現在直径 10cm 以上のサイ



















































我が国における SSA の状況をそれぞれ確認していく。 
3.4.1 各国の SSA の状況 
3.4.1.1 米国 




載センサー（Space-Based Surveillance system：SBSS）を擁して SSA システムの
構築を継続している。これら SSA 装備としてのハードウェアの充実は、米国の





























（Combined Space Operations Center: CSpOC）が主体となり地球軌道上のすべて
の人工物の検知、追尾及び識別を実施している。CSpOC は、全世界に所在する
軍民合わせて 29 箇所あるレーダー・光学望遠鏡、さらには 2010 年 9 月に打ち
上げられた宇宙監視衛星を含めた宇宙監視用センサーを連接し、宇宙監視網
（Space Surveillance Network）を構成している30。図 10 に宇宙監視網の全体図を
示す。 
                                                 
30
 例えば米空軍 HP が参照となる。















なお、近年は米軍以外にも、米国の Aerospace Corporation 等の商業団体が宇宙
 
図 10 米国の宇宙監視網（Space Surveillance Network） 











































一方、軍事分野では、2010 年 2 月、国家安全保障戦略の理念を軍事分野にお
いて具体化する文書として策定された「ロシア連邦軍事ドクトリン」において、
宇宙空間における優勢の確保が軍の目標達成のための決定的な要件の一つであ











































軍（RAAF: Royal Australian Air Force）は豪州での SSA を担当している。現在の
SSA 能力は、C バンドの宇宙監視レーダーを搭載したオーストラリアの宇宙オ
ペレーションセンタ （ーAUSSOC: AUStralian Space Operation Centre）に大きく依
存している。このレーダーはオーストラリア北西部で運用されており、RAAF
と USAF によって共同で運営されているため、これらのセンサーは米国宇宙監





































する予定であるとしている。 中国と ESA は、中国・欧州合同宇宙協力委員会の







3.4.2 日本の SSA の状況 
3.4.2.1 現在までの日本の SSA 
日本は米国に比して小規模ではあるが JAXA 及び NPO 法人日本スペースガー
ド協会が衛星やデブリ等の観測・追尾・識別・カタログ化等を実施している。







美星スペースガードセンターの外観を図 12 に示す。３種類ある内の口径 1m
の望遠鏡は主に新小惑星やデブリを発見のための観測用として、またこれ以外
の 50cm と 25cm 望遠鏡は追跡観測用途となっている。当該システムでは、1m




一方、レーダー望遠鏡の外観を図 13 と図 14 に示す。このレーダーは平面型
のアクティブフェイズドアレイを採用している。大きさは 10m 四方で高さ 4m、
3/4 球形のレドームとなっている。図 14 はレーダーそのものを示し、サイズは
3m x 3m である。レーダー仰角は 45 度に固定され電気走査で 15 から 75 度まで
観測できる。1395 個のトランシーバモジュールがあり、ピークレベル 70kW を
送信する。方位角走査領域は東西方向に機械的に 270 度回転させることができ、
電気的にも 45 度走査できる。測定精度は、モノパルスで方位角が 0.18 度未満、
逐次ロービングで仰角が 0.28 度で測定される。レーダーシステムは、577km の




同時最大 30 個追跡することができる[51]。 
筑波市にある JAXA 筑波宇宙センターのデータ解析システムは、観測対象物
体数が最大 100,000 個、レーダー望遠鏡を持つ上斎原から自動的に送付される観
測データ数は 10,000 パス／1 日の量である。また観測立案計画などを自動的に
立案させる機能を有している。 













構築に向けて情報収集を行うとされた。2016 年度以降は SSA の関連施設や運用
システムの具体的なシステム設計を開始していくこととされた。SSA の運用を




2022 年までに SSA の初期運用能力の獲得を目指すこととされた。さらに防衛省
による新たな SSA 施設を 2022 年度までに設置することとした。防衛白書（平成
29 年度版）では、JAXA や米空軍との協力も明確にしている。防衛省・自衛隊
による今後の活動については次節において詳細を論じる。 














図 11  SSA システムの関連施設 











































る。BMD における J/FPS-5 レーダーの役割を表したものが図 15 である。この
図では、誘導弾とセンサーを効果的に連携させて組織的に弾道ミサイルに対処
するため、指揮統制・通信システムとして自動警戒管制システム（JADGE: Japan 
Aerospace Defense Ground Environment）が構成されている。J/FPS-5 の大きさは、
高さ約 30 メートル、幅約 30 メートル、奥行約 25 メートルの規模である。J/FPS-5
レーダーの概観を図 16 に示す。 
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図 15 弾道ミサイル防衛における警戒管制レーダーJ/FPS-5 の役割 
出典：防衛省 HP (http://www.mod.go.jp/j/approach/defense/bmd/index.html)2019.1.30accessed. 
 
 
図 16 固定式警戒管制レーダーJ/FPS-5 
出典： 防衛省 HP (http://www.mod.go.jp/atla/saiyou/gallery/sobihin.html)2019.1.30accessed. 
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表 3 SSA の機能と現有装備の関係 















JAXA 内のみ 自衛隊内のみ（JADGE システム） 
⑤ カタログ化 JAXA 内のみ なし 
⑥ 情報提供 JAXA 内のみ なし 

















MIMO 技術（Multi-Input Multi-Output radar technology）を適用したレーダーを開
発中である[53]。安全保障分野の宇宙利用で後塵を拝している日本にとって SSA
への参画は、レーダー技術という防衛技術基盤を維持、育成、強化する重要な
手段となりえると考えられる。SSA のデュアルユース運用で、防空や BMD 任務
の一部機能を代替することができれば軍事的合理性とリソースの効率性の観点
からも必要性は高まることとなる。 
3.4.2.4 今後の防衛分野における SSA 運用 
防衛省は本格的な SSA 体制の構築を目指しており、日本の宇宙利用に資する
衛星、デブリ、不審な衛星に対し、常時監視可能なセンサーを整備していく予
定としている32。2018 年 12 月 18 日に閣議決定された「平成 31 年度以降に係る
防衛計画の大綱について（防衛大綱）」[4]と「中期防衛力整備計画（平成 31 年
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図 17 今後日本で建設予定の SSA 施設 















































SSA システムのステークホルダーは、これら 7 つ以外に数多く存在する。例え
ば SSA 観測レーダー施設の運用者や、衛星打ち上げの成否に関与する損害保険
企業、更には海外の SSA 情報提供企業などエンドユーザーが含まれる。 
このように、デュアルユースシステムの対象であるシステムオブインタレス






拡大させることで SSA 情報の流れについて分析を深めていくこととする。 
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表 4 SSA の主要なステークホルダー 
ステークホルダー 内 容 











































向上に役立つより多くの SSA データの獲得というニーズになる。 
このようにデュアルユースの SSA システムに対してはいくつものエンドユー
ザーからのニーズがあるが、本節ではデュアルユースシステムの中核となるべ







①  各種センサーで観測する SSA データの観測計画を立案管理する計画立
案機能 
②  探知機能により観測した SSA データのデータベースを構築しカタログ
管理するカタログ化機能 



























































































 図 19 は、民生分野の SSA におけるシングルユースのコンテクストダイアグ







 一方、安全保障分野の SSA におけるシングルユースのコンテクストダイアグ
ラムを図 20 に示す。日本の SSA では安全保障分野は 2018 年現在まで本格的な
運用は行われていない。本論文では、大綱や中期防にあるような今後の防衛省・
自衛隊による本格的な SSA 活動を見据えて、航空自衛隊が運用する現有の固定




により伝達される。そして米空軍が収集蓄積している SSA 情報は BMD 対処に
おける早期警戒情報の例と同様に日本側にもたらされることとして考えること
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する[60]。DSM で表現されるプロセスのアクティビティでは、以下の 4 つの関
係性を可視化して表現することが出来る。①依存アクティビティは、A が B に
情報を与える状態を B が A に依存しているとして表現する。②並行（独立）ア
クティビティは、B が C と D に情報を提供する状態を C と D の関係がそれぞれ
並行していると表現される。③連成（相互依存）アクティビティは、D が E と F
に情報を与えると同時に E と F が相互に情報を提供すると表現する。④条件付
きアクティビティは、下流のアクティビティの実行が上流のアクティビティで
下された決定に左右される。これらの関係性を図で表したのが図 26 である。特






図 26 プロセス DSM における基本的な４つの関係性 
出典：S. D. Eppinger and T. R. Browning, Design Structure Matrix Methods and Applications, p134-135. 
DSM は、その他の見える化手法である PERT（Program Evaluation and Review 
Technic）や CPM（Critical Pass Method）と比較すると、特に情報交換モデルに
おいて見える化がしやすいという特徴がある。 




表 5 のように、ISM と DSM は両方ともにプロセスの見える化として共通す
る分析手法であり、例えば情報伝達などを取り扱うことに優れた手法である。
本研究では、ISM と DSM によるシステムの可視化のための手法を用いる。これ
表 5 システムズアプローチの手法とその特徴 
出典：経営工学のためのシステムズアプローチ（中野，湊，2012）を参考に著者が一部改変。 
No. システムズアプローチの手法 特徴 
１ 
IDEF (ICAM-Definition, ICAM; 



































手法の中でプロセスの可視化を特徴とする ISM 手法と DSM 手法を用いて分析
する。 
4.5.3.1 ISM による可視化 

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































表 6 は、33 個のステークホルダー間で SSA 情報をやり取りするシングルユー
スの SSA を、33✕33 行列で表した ISM の計算結果である。表中の(i,j)=(1,6)項で












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図 27 要素の依存関係（有向グラフ） 
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している。この図中にある民生ステークホルダーは No.1 から No.24 までであり、
安全保障のステークホルダーは No.25 から No.35 までである。No.6、7、27、28
はそれぞれデュアルユースにかかわる機能を表している。また海外のステーク

















を意味する。デュアルユースシステムに関する SSA データの流れを DSM 上で
表現することとなる。図 29 にある 35 個のステークホルダーを含んだデュアル
ユースシステムのコンテクストダイアグラムに従い、DSM の行列を表 8 のよう



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































グルユースにより行われる SSA のプロセスのフローチャートを図 30 に示す。 
 













④ 収集した SSA データをステークホルダーに配分して終了する。 
の順で行われるプロセスがシングルユースの SSA のプロセスの基本となる。 
一方、図 22 に示したコンテクストダイアグラムのように、デュアルユースに
よる SSA では、民生と安全保障の 2 者が相互にデータを配信・受領するような
場合には、双方にとって一定のプロフィットとリスクが同時に伴うと考えられ





































































































2 種類のプレーヤーによる SSA データの相互利用に関するデュアルユースモ
デルを考える。本論文では、日本国内の SSA 活動として実際に存在している複
数の民生用センサーと、SSA 活動には利用されていないが今後安全保障用レー











のプロセスを複数化したデュアルユース SSAの活動のプロセスを図 31に示す。 
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この図に記述したデュアルユース SSA のプロセスは以下の通りである。左側








③ 観測結果の SSA データを収集してデータ解析を行う。民生側 SSA であれ






側は民生側に SSA データを提供し、民生側は安全保障側から SSA データ
を受け取る。 
⑥ 安全保障側から SSA データを受け取った民生側は、より多くのデブリ軌道
情報を得ることで詳細な解析を実施する。この際更に観測が必要となれば


























































得られる SSA データ S2が民生側に提供される際にも、民生側のプロフィット
P12が生じると同時に安全保障側のリスク R21が生じるものと考える。 











図 32 情報共有モデル 
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表 10 パラメータ一覧 
   
記号 変数とパラメータ 
S1 民生のセンサーで収集した SSA データ量 
S2 安全保障のセンサーで収集した SSA データ量 
























はこの手法をデュアルユースの SSA に適用して妥当な結果を得ることを目指す。 
5.2.1 基礎式の作成 
前節の図 32 で作成したモデルを最適化問題として取り扱うため、まずモデル
の数式化を試みる。民生のセンサーで得られる SSA データリソース S1、安全保
障センサーで得られる SSA データリソース S2とすると、民生側が安全保障セン
サーから情報を得たときのプロフィット P12は、 

























 12 10 12 21R R r P     (4) 
で表される。同様に、安全保障側が民生センサーからデータを得たときに受け
るリスク R21は、 
 21 20 21 12R R r P     (5) 




目的関数 𝑓 は、R と P の比が最小となる点を求める式により表される。すな
わち、 
    12 21 12 21 minf R R P P   ／   (6) 
となるような最適値問題に帰着する。 
民生側プレーヤーが受け取るリスクの妥協点がどこになるかを模式的に示し




















12 12 (exp (1) 1)r a x     (7) 
 













精度良く収束する手法として、非線形計画法に対する逐次 2 次計画法（SQP 法：
Sequential Quadratic Programming method）を用いることとする[63]。 
5.2.2.1 逐次 2 次計画法（SQP 法）の概要 
 非線形計画問題に対して有効な方法の一つとされているのが逐次 2 次計画法






















  (9) 
目的関数 f とすべての制約関数 Ci を n 次元空間 Rnで定義された 2 回連続微分
可能な関数と仮定して等式制約条件と不等式制約条件の添字関数をそれぞれ 
   1,2, , , 1, 2, ,e e eE m K m m m   … 　 …  
で表す。x*を(9)式の局所的最適解とする。Ci(x*)=0 が成立している制約条件す
なわち x*における有効制約条件の勾配ベクトル ( *)ic x  が 1 次独立ならば、次
 129 
のカルーシュ・キューン・タッカー条件（Karush-Kuhn-Tucker condition）を満た
すベクトルの組 ( , ) ( *, *)x u x u  が存在する。 
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カルーシュの名が加わることとなった。 
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民生センサー［2セット, 5性能レベル, 1周波数帯］ 2×5×1 = 10 
S1 = 10 
安全保障センサー［1セット, 10性能レベル, 5周波数帯］1×10×5 = 50 
S2 = 50 
また、式（6）と式（7）のリスク固定値 R10と R20は、安全保障のステークホ
ルダーの情報開示のリスクが民生側のリスクよりも10倍大きくなると仮定して、 
R10  =  5.0 




a12 = 1.0 
a21 = 10.0 
として値を仮定できる。 
目的関数 f の（6）式に対して、上記の数値を代入すると（14）式となる。 
 
   
2 25.0 1.0(exp (1) 1) (2) 10 50.0 10.0(exp (2) 1) (1) 50
(1) 50 (2) 10
x x x x
f
x x
               
  
最小
  (14) 
この（14）式を目的関数としてSQP法のプログラムで計算して最適解を得る。 
5.2.4 SQP 法による計算結果と分析 
本項では、リスクとプロフィットの相関モデルについて SQP 法を用いた計算
結果を示す。図 34 は、SQP 法による計算プロセスと計算結果を表している。こ
の図では、横軸に x(1)を変数としておき、縦軸は目的関数 f を表している。図 34
は f12=x(1)を変数としてSQP法により計算した結果である。ここで、0≤f12≤1の（5）










数 f は最小値 3.53 で収束することとなり、その時の x(1)の値 は 0.31 となってい
る。 






と言え、計算結果の 0.31 は定性的な方向性とも合致した値と考えられる。 
次に民生側から安全保障側へのデータ提供に対する増倍係数 f21=x(2)を変数と
した計算結果を図 35 に示す。この計算例は x(2)の初期値を 0.89 として計算した
時の結果である。初期段階での数値の振る舞いは x(2)が 0.837 というわずかな減
少に伴い目的関数 f の値は 15.9 と急激に上昇している。その後 x(2)の値は 0.86
付近で探索を継続して、結果的に 0.83 の値で収束した。 














図 34 SQP 法による x(1)を変数とした最適化プロセス 
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図 36 反復回数による計算値の挙動 
更に x(1)と x(2)の両方を変数として計算した結果について、横軸に反復計算し
た際の回数（Iteration Number）で表した図を図 36 に示す。この図の縦軸は x(1) 
= f12, x(2)=f21 そして目的関数 f（×0.1）をそれぞれ表している。ここで、x(1)=f12
はほぼ 0 付近となる初期値 0.1 からスタートし、x(2)=f21は 0.3 から開始させる。
他の係数について条件変更は行っていない。 





































は、x(1)の初期値を 0 から 1 までの間で 0.1 刻み変化させた際の目的関数 f の計
算結果の値を示している。特に x(1)の初期値が 0.3 の値を取った際に、目的関数
f の値は 0.3092 の値を取り、x(1)の収束値は 0.300 となっている。ただしこの程
度の数値差は誤差範囲内として扱うことが適当と考えらえること、そしてこれ
以外の目的関数 f の値についてはどれも妥当な値に収束していることからも、結
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